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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

Ｂ種種類株式 6,400株 （注）２及び３に記載のとおりです。

　（注）１　本有価証券届出書によるＢ種種類株式に係る募集（以下「本第三者割当」という。）は、2025年８月29日の

当社取締役会決議によっております。なお、本第三者割当は、(ⅰ)2025年10月16日開催予定の当社臨時株主

総会（以下「本臨時株主総会」という。）にてＢ種種類株式の発行の承認が得られること並びに本臨時株主

総会、同日開催予定の当社普通株主による種類株主総会（以下「本普通株主種類株主総会」という。）及び

同日付で会社法第325条の準用する第319条第１項に基づき書面による決議を予定している当社Ａ種種類株主

による種類株主総会（以下「本Ａ種種類株主総会」といい、本臨時株主総会及び本普通株主種類株主総会と

併せて、「本株主総会」と総称する。）にてＢ種種類株式に関する規定の新設等に係る定款の一部変更に係

る議案の承認が得られること、(ⅱ)金融商品取引法に基づく届出の効力が発生していること、並びに、(ⅲ)

払込期日と同日付で、本第三者割当により増加する資本金の額及び資本準備金の額の全部を減少すること

（以下「本資本金等の額の減少」という。）に関して会社法第449条に規定する債権者の異議申述期間が、

当社の債権者が異議を述べることなく満了していることその他HiCAP５号投資事業有限責任組合（以下

「HiCAP５号」という。）及びMIT広域再建支援　投資事業有限責任組合（以下「MIT広域再建支援」とい

い、HiCAP５号と併せて個別に又は総称して「割当予定先」という。）との間で2025年10月16日付でそれぞ

れ締結される予定の引受契約書（以下「本引受契約」という。）に定める前提条件が満たされることを条件

としています。

２　Ｂ種種類株式の内容は次のとおりであり、特に定めがない点については普通株式と同一の内容です。

１．剰余金の配当

(1）Ｂ種優先配当金

当社は、ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当の基

準日（以下「配当基準日」という。）の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種種類株式を有する株

主（以下「Ｂ種種類株主」という。）又はＢ種種類株式の登録株式質権者（Ｂ種種類株主と併せて、以

下「Ｂ種種類株主等」という。）に対し、下記第９項第(1)号に定める支払順位に従い、Ｂ種種類株式

１株につき、下記第(2)号に定める額の金銭による剰余金の配当（かかる配当によりＢ種種類株式１株

当たりに支払われる金銭を、以下「Ｂ種優先配当金」という。）を行う。なお、Ｂ種優先配当金に、各

Ｂ種種類株主等が権利を有するＢ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該

端数は切り捨てる。

(2）Ｂ種優先配当金の金額

Ｂ種優先配当金の額は、50,000円（以下「払込金額相当額」という。）に、以下に定める料率（以下

「Ｂ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭について、配当基準日の属する事業年度の

初日（但し、当該配当基準日が2026年２月末日に終了する事業年度に属する場合は払込期日。同日を含

む。）から、当該配当基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日（但し、当該

事業年度に閏日を含む場合は366日。）として日割計算を行うものとする（除算は最後に行い、円位未

満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五入する。）。

(a）配当基準日が2026年２月末日に終了する事業年度に属する場合

年率７％

(b）配当基準日が2027年２月末日に終了する事業年度に属する場合及び2028年２月末日に終了する事業

年度に属する場合

年率８％

(c）配当基準日が2028年３月１日以降の日である場合

年率７％

但し、当該配当基準日の属する事業年度中の、当該配当基準日より前の日を基準日としてＢ種種類株主

等に対して剰余金の配当（Ｂ種累積未払配当金相当額（下記第(4)号に定める。）の配当を除く。）が

行われたときは、当該配当基準日に係るＢ種優先配当金の額は、その各配当における配当金の合計額を

控除した金額とする。

(3）非参加条項

当社は、Ｂ種種類株主等に対しては、Ｂ種優先配当金及びＢ種累積未払配当金相当額の額を超えて剰余

金の配当を行わない。但し、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは

同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763

条第１項第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限り

ではない。
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(4）累積条項

ある事業年度に属する日を基準日としてＢ種種類株主等に対して行われた１株当たりの剰余金の配当

（当該事業年度より前の各事業年度に係るＢ種優先配当金につき本号に従い累積したＢ種累積未払配当

金相当額の配当を除く。）の総額が、当該事業年度に係るＢ種優先配当金の額（当該事業年度の末日を

基準日とする剰余金の配当が行われると仮定した場合において、上記第(2)号に従い計算されるＢ種優

先配当金の額をいう。但し、かかる計算においては、上記第(2)号但書の規定は適用されないものとし

て計算するものとする。）に達しないときは、その不足額は、当該事業年度の翌事業年度以降の事業年

度に累積（本号に従い累積する金額を「Ｂ種累積未払配当金相当額」という。）する。当社は、Ｂ種累

積未払配当金相当額についての剰余金の配当を、下記第９項第(1)号に定める支払順位に従い、法令の

定める範囲内において、翌事業年度以降に行われる剰余金の配当と併せて、Ｂ種種類株主等に対して行

う。かかる配当が行われるＢ種累積未払配当金相当額に、各Ｂ種種類株主等が権利を有するＢ種種類株

式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

２．残余財産の分配

(1）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種種類株主等に対し、下記第９項第(2)号に定める支払順位に

従い、Ｂ種種類株式１株につき、払込金額相当額に、Ｂ種累積未払配当金相当額及び下記第(3)号に定

めるＢ種日割未払優先配当金額を加えた額（以下「Ｂ種残余財産分配額」という。）の金銭を支払う。

但し、本第(1)号においては、残余財産の分配が行われる日（以下「分配日」という。）が配当基準日

の翌日（同日を含む。）から当該配当基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点までの間であ

る場合は、当該配当基準日を基準日とする剰余金の配当は行われないものとみなしてＢ種累積未払配当

金相当額を計算する。なお、Ｂ種残余財産分配額に、各Ｂ種種類株主等が権利を有するＢ種種類株式の

数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

(2）非参加条項

Ｂ種種類株主等に対しては、上記第(1)号のほか、残余財産の分配は行わない。

(3）日割未払優先配当金額

Ｂ種種類株式１株当たりの日割未払優先配当金額（以下「Ｂ種日割未払優先配当金額」という。）は、

払込金額相当額にＢ種優先配当年率を乗じて算出した額の金銭について、分配日の属する事業年度の初

日（但し、当該分配日が2026年２月末日に終了する事業年度に属する場合は払込期日。同日を含む。）

から、当該分配日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日（但し、当該事業年度に

閏日を含む場合は366日。）として日割計算を行うものとする（除算は最後に行い、円位未満小数第２

位まで計算し、その小数第２位を四捨五入する。）。但し、当該分配日の属する事業年度中の、当該分

配日より前の日を基準日としてＢ種種類株主等に対して剰余金の配当（Ｂ種累積未払配当金相当額の配

当を除く。）が行われたときは、当該分配日に係るＢ種日割未払優先配当金額は、その各配当における

配当金の合計額を控除した金額とする。

３．議決権

Ｂ種種類株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

４．普通株式を対価とする取得請求権

(1）普通株式対価取得請求権

Ｂ種種類株主は、Ｂ種種類株式の発行日以降いつでも、当社に対して、下記第(2)号に定める数の普通

株式（以下「請求対象普通株式」という。）の交付と引換えに、その有するＢ種種類株式の全部又は一

部を取得することを請求すること（以下「普通株式対価取得請求」といい、普通株式対価取得請求をし

た日を、以下「普通株式対価取得請求日」という。）ができるものとし、当社は、当該普通株式対価取

得請求に係るＢ種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、請求対象普通株

式を、当該Ｂ種種類株主に対して交付するものとする。

(2）Ｂ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ｂ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、(ⅰ)Ｂ種種類株式１株当たりの払込金額相当

額、(ⅱ)Ｂ種累積未払配当金相当額及び(ⅲ)Ｂ種日割未払優先配当金額の合計額を、下記第(3)号及び

第(4)号で定める取得価額で除して得られる数とする。なお、本第(2)号においては、普通株式対価取得

請求日が配当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準日を基準日とした剰余金の配当が行われ

る時点までの間である場合は、当該配当基準日を基準日とする剰余金の配当は行われないものとみなし

てＢ種累積未払配当金相当額を計算し、また、Ｂ種日割未払優先配当金額の計算における「分配日」を

「普通株式対価取得請求日」と読み替えて、Ｂ種日割未払優先配当金額を計算する。また、普通株式対

価取得請求に係るＢ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があ

るときは、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交

付は行わない。

(3）当初取得価額

取得価額は、当初、185円とする。
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(4）取得価額の調整

(a）以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

①　普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。

なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て

前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普

通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の翌日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無

償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日の翌日）以降これを適用する。

②　普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により、取得価額を調整する。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる日以降これを適用する。

③　下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が

保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される

株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本第(4)号において同

じ。）の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換

若しくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」

という。）により取得価額を調整する。取得価額調整式における「１株当たり払込金額」は、金銭

以外の財産を出資の目的とする場合には、当該財産の適正な評価額とする。調整後取得価額は、払

込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係

る基準日を定めた場合は当該基準日（以下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。

なお、当社が保有する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式

の数」は「処分する当社が保有する普通株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前

において当社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読み替える。

    
（発行済普通株式数
－当社が保有する普通株式の数）

＋

新たに発行する
普通株式の数

×１株当たり払込金額

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

④　当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができ

る株式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込

期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下、本④において同じ。）に、株式無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本

④において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが

当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり

払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額

は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割

当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取得に際して交付さ

れる普通株式の対価が上記の時点で確定していない場合は、調整後取得価額は、当該対価の確定時

点において発行又は処分される株式の全てが当該対価の確定時点の条件で取得され普通株式が交付

されたものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用する。

⑤　行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価

額と新株予約権の行使に際して出資される財産（金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、当

該財産の適正な評価額とする。以下、本⑤において同じ。）の合計額が下記(d)に定める普通株式

１株当たりの時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行す

る場合（新株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償

割当ての場合にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基

準日。以下、本⑤において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予

約権全てが当初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調

整式において「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予

約権の行使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額

を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約

権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日
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以降、これを適用する。上記にかかわらず、取得又は行使に際して交付される普通株式の対価が上

記の時点で確定していない場合は、調整後取得価額は、当該対価の確定時点において発行される新

株予約権全てが当該対価の確定時点の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものと

みなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用する。

⑥　上記③乃至⑤による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役、執行役その他の

役員又は従業員のためのインセンティブプランとして発行される株式及び新株予約権には適用され

ないものとする。

(b）上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①乃至③のいずれかに該当する場合には、当社はＢ種種類株

主等に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその他

必要な事項を通知した上、取得価額の調整を適切に行うものとする。

①　合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式交付、株式移転、

吸収分割、吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継

又は新設分割のために取得価額の調整を必要とするとき。

②　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算

出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

③　その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能

性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c）取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

(d）取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日（但し、取得

価額を調整すべき事由について株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）が提供

する適時開示情報閲覧サービスにおいて公表された場合には、当該公表が行われた日）に先立つ連続

する30取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（以下

「VWAP」という。）の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。以

下同じ。）とする。なお、「取引日」とは、東京証券取引所において当社普通株式の普通取引が行わ

れる日をいい、VWAPが発表されない日は含まないものとする。

(e）取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が0.1円未満に

とどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。但し、本(e)により不要とされた調整は繰り越

されて、その後の調整の計算において斟酌される。

(5）普通株式対価取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

(6）普通株式対価取得請求の効力発生

普通株式対価取得請求の効力は、普通株式対価取得請求に要する書類が上記第(5)号に記載する普通株

式対価取得請求受付場所に到達したとき又は当該書類に記載された効力発生希望日のいずれか遅い時点

に発生する。

(7）普通株式の交付方法

当社は、普通株式対価取得請求の効力発生後、当該普通株式対価取得請求をしたＢ種種類株主に対し

て、当該Ｂ種種類株主が指定する株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保

有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより普通株式を交付する。

５．金銭を対価とする取得請求権

(1）金銭対価取得請求権

Ｂ種種類株主は、Ｂ種種類株式の発行日以降いつでも、償還請求日（以下に定義する。）における分配

可能額（会社法第461条第２項に定める分配可能額をいう。以下同じ。）を限度として、Ｂ種種類株主

が指定する日（当該日が営業日でない場合には翌営業日とする。）を償還請求が効力を生じる日（以下

「償還請求日」という。）として、当社に対して書面による通知（以下「償還請求事前通知」とい

う。）を行った上で、当社に対して、金銭の交付と引換えに、その有するＢ種種類株式の全部又は一部

を取得することを請求すること（以下「償還請求」という。）ができるものとし、当社は、当該償還請

求に係るＢ種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、当該償還請求に係る

Ｂ種種類株式の数に、(ⅰ)払込金額相当額に以下に定める数値を乗じて算出した額、並びに(ⅱ)Ｂ種累

積未払配当金相当額及びＢ種日割未払優先配当金額の合計額を乗じて得られる額の金銭を、Ｂ種種類株

主に対して交付するものとする（以下、当該金銭を交付する日を「金銭交付日」という。）。

(a）金銭交付日が払込期日以降2026年５月31日までの期間に属する場合

1.05

(b）金銭交付日が2026年６月１日以降2028年５月31日までの期間に属する場合
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1.06

(c）金銭交付日が2028年６月１日以降の日である場合

1.07

なお、本(1)においては、償還請求日が配当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準日を基準

日とした剰余金の配当が行われる時点までの間である場合は、当該配当基準日を基準日とする剰余金の

配当は行われないものとみなしてＢ種累積未払配当金相当額を計算し、また、Ｂ種日割未払優先配当金

額の計算における「分配日」を「償還請求日」と読み替えて、Ｂ種日割未払優先配当金額を計算する。

また、償還請求に係るＢ種種類株式の取得と引換えに交付する金銭に１円に満たない端数があるとき

は、これを切り捨てる。但し、償還請求日においてＢ種種類株主から償還請求がなされたＢ種種類株式

の取得と引換えに交付することとなる金銭の額が、償還請求日における分配可能額を超える場合には、

当該各Ｂ種種類株主により償還請求がなされたＢ種種類株式の数に応じた比例按分の方法により、かか

る金銭の額が分配可能額を超えない範囲内においてのみ当社はＢ種種類株式を取得するものとし、かか

る方法に従い取得されなかったＢ種種類株式については、償還請求がなされなかったものとみなす。

(2）償還請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

(3）償還請求の効力発生

償還請求事前通知の効力は、償還請求事前通知に要する書類が上記第(2)号に記載する償還請求受付場

所に到達したときに発生する。償還請求の効力は、当該償還請求事前通知に係る償還請求日において発

生する。

６．金銭を対価とする取得条項

当社は、2026年５月31日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日（以下「金銭対価償還日」とい

う。）が到来することをもって、Ｂ種種類株主等に対して、金銭対価償還日の14日前までに書面による通

知を行った上で、法令の許容する範囲内において、金銭を対価として、Ｂ種種類株式の全部又は一部を取

得することができる（以下「金銭対価償還」という。）ものとし、当社は、当該金銭対価償還に係るＢ種

種類株式を取得するのと引換えに、(ⅰ)当該金銭対価償還に係るＢ種種類株式の数に、(ⅱ)金銭対価償還

日における①払込金額相当額に以下に定める数値を乗じて算出した額、並びに②Ｂ種累積未払配当金相当

額及びＢ種日割未払優先配当金額の合計額を乗じて得られる額の金銭を、Ｂ種種類株主に対して交付する

ものとする。

(a）金銭対価償還日が2026年５月31日である場合

1.05

(b）金銭対価償還日が2026年６月１日以降2028年５月31日までの期間に属する場合

1.06

(c）金銭対価償還日が2028年６月１日以降の日である場合

1.07

なお、本項においては、金銭対価償還日が配当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準日を基準

日とした剰余金の配当が行われる時点までの間である場合は、当該配当基準日を基準日とする剰余金の配

当は行われないものとみなしてＢ種累積未払配当金相当額を計算し、また、Ｂ種日割未払優先配当金額の

計算における「分配日」を「金銭対価償還日」と読み替えて、Ｂ種日割未払優先配当金額を計算する。ま

た、金銭対価償還に係るＢ種種類株式の取得と引換えに交付する金銭に１円に満たない端数があるとき

は、これを切り捨てる。

Ｂ種種類株式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。

７．譲渡制限

Ｂ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならない。

８．株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

(1）当社は、Ｂ種種類株式について株式の分割又は併合を行わない。

(2）当社は、Ｂ種種類株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えない。

(3）当社は、Ｂ種種類株主には、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。

９．優先順位

(1）Ａ種優先配当金（当社定款第11条の２第１項に定義する。）、Ｂ種優先配当金、Ａ種累積未払配当金相

当額（当社定款第11条の２第４項に定義する。）、Ｂ種累積未払配当金相当額及び普通株式を有する株

主又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通株主等」と総称する。）に対する剰余金の配当の支払順

位は、Ａ種累積未払配当金相当額及びＢ種累積未払配当金相当額が第１順位、Ａ種優先配当金及びＢ種

優先配当金が第２順位、普通株主等に対する剰余金の配当が第３順位とする。
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(2）Ａ種種類株式、Ｂ種種類株式及び普通株式に係る残余財産の分配の支払順位は、Ａ種種類株式及びＢ種

種類株式が第１順位、普通株式が第２順位とする。

(3）当社が剰余金の配当又は残余財産の分配を行う額が、ある順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を行

うために必要な総額に満たない場合は、当該順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を行うために必要

な金額に応じた比例按分の方法により剰余金の配当又は残余財産の分配を行う。

３　当社の定款には、会社法第322条第２項に規定する定めはありません。

４　当社は、Ｂ種種類株式と異なる種類の株式として、普通株式とＡ種種類株式についての定めを定款に定めて

おります。普通株式の単元株式数は100株としていますが、Ａ種種類株式には議決権がないため、Ａ種種類

株式の単元株式数は１株としています。また、Ａ種種類株式及びＢ種種類株式について、既存の株主への影

響等を考慮して、当社株主総会における議決権を有しないこととしています。

 

２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 ─ ─ ─

その他の者に対する割当 6,400株 320,000,000 160,000,000

一般募集 ─ ─ ─

計（総発行株式） 6,400株 320,000,000 160,000,000

　（注）１　第三者割当の方法によります。

２　発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は会社法上の増加する資本金の額

の総額です。また、増加する資本準備金の額の総額は160,000,000円です。

３　当社は、本資本金等の額の減少を本臨時株主総会に付議することを2025年８月29日の当社取締役会によって

決議しております。

 

（２）【募集の条件】

発行価格
（円）

資本組入額
（円）

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

50,000 25,000 １株 2025年10月17日 ─ 2025年10月17日

　（注）１　発行価格は会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額です。

２　第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

３　申込みの方法は、総数引受契約を締結し、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価格（会社法上の払込金額）

の総額を払い込むものとします。
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（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

株式会社ポプラ　経営企画室 広島市安佐北区安佐町大字久地665番地の１

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社広島銀行　銀山町支店 広島市中区銀山町３番１号

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

320,000,000 34,000,000 286,000,000

　（注）１　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２　発行諸費用の概算額の内訳は、当社フィナンシャルアドバイザー（株式会社NEX Consulting）に対するアド

バイザリー費用、弁護士費用、Ｂ種種類株式に係る価値評価費用並びにその他事務費用（有価証券届出書作

成費用、払込取扱銀行手数料、割当予定先の反社会的勢力との関係のチェックを含む調査費用、登記関連費

用及び本株主総会開催費用等）の合計であります。

 

（２）【手取金の使途】

　本第三者割当により調達する差引手取概算額286百万円の使途については、2025年10月末までに後記「募集

又は売出しに関する特別記載事項」に記載する自己株式の取得資金に充当し、残額が生じた場合は2026年３月

末までに運転資金に充当する予定です。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】
　当社は、2025年８月29日付の取締役会において、以下のとおり自己株式取得に係る事項について決議しました。な

お、当該自己株式取得は、本臨時株主総会において自己株式取得に係る議案の承認が得られること等を条件としており

ます。

(1）取得対象株式の種類 当社普通株式

(2）取得し得る株式の総数
2,150,300株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く。）に対する割合　18.22％）

(3）株式の取得価額の総額 378,452,800円（上限）

(4）株式１株を取得するのと

引き換えに交付する金額

及びその算定方法

以下の(1)又は(2)に掲げる価格のいずれか低い方の価格とする。

(1）当社普通株式の2025年９月１日から2025年10月15日までの各営業日における東京証

券取引所における終値の平均値（上記期間中の営業日における終値の合計を当該営

業日数で除することにより算出する。なお、上記算出にあたり終値がない営業日は

除く。）に、0.8を乗じて算出された金額（１円未満の端数切捨て）

(2）本臨時株主総会の決議日の前日における東京証券取引所における終値（但し、同日

に取引がない場合はその後最初になされた売買取引成立価格とする。）

(5）取得期間 2025年10月17日

(6）取得先 株式会社ローソン
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第３【第三者割当の場合の特記事項】

１【割当予定先の状況】

(1）割当予定先の概要（2025年８月29日現在）

(a）HiCAP５号

名称 HiCAP５号投資事業有限責任組合

所在地 広島県広島市中区紙屋町一丁目３番８号

国内の主たる事務所の責任者の氏名及び連絡先 増井　慶太郎／山田　修平（082-504-3762）

出資額 10,000,000,000円

組成目的
地元企業を中心とした事業承継、地域活性化、ベンチャー、事業

再生会社等へのエクイティ投資

主たる出資者及び出資比率 金融機関１行

業務執行組合員

又はこれに類す

る者

名称 ひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社

所在地 広島県広島市中区紙屋町一丁目３番８号

国内の主たる事務所の責任者の氏

名及び連絡先
山田　修平（082-504-3762）

代表者の役職及び氏名 代表取締役　　増井　慶太郎

資本金 100,000,000円

事業の内容
有価証券の取得・保有並びに売却、経営コンサルティング、投資

事業組合及び投資事業有限責任組合の財産の運営管理他

主たる出資者及びその出資比率 株式会社ひろぎんホールディングス　100％

 

(b）MIT広域再建支援

名称 MIT広域再建支援　投資事業有限責任組合

所在地
東京都港区虎ノ門一丁目３番１号東京虎ノ門グローバルスクエア

５階

国内の主たる事務所の責任者の氏名及び連絡先 松本　章／川勝　洋平（03-6268-8920）

出資額 開示の同意が得られていないため、記載していません。

組成目的
全国の地域経済に寄与する企業の更なる成長を支えるためのエク

イティ投資

主たる出資者及び出資比率 独立行政法人１社、金融機関４行

業務執行組合員

又はこれに類す

る者

名称 株式会社MIT Corporate Advisory Services

所在地
東京都港区虎ノ門一丁目３番１号東京虎ノ門グローバルスクエア

５階

国内の主たる事務所の責任者の氏

名及び連絡先
川勝　洋平（03-6268-8920）

代表者の役職及び氏名 代表取締役　　松本　章

資本金 50,500,000円

事業の内容 企業経営に関するコンサルティング他

主たる出資者及びその出資比率 開示の同意が得られていないため、記載していません。

　（注）　割当予定先の概要の欄は、2025年８月29日現在のものであります。なお、非公開のファンドである割当予定先

に関する一部の情報については、当社がひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社及び株式会社MIT

Corporate Advisory Servicesに確認したものの、開示の同意が得られていないため、記載していません。な

お、割当予定先が開示の同意を行わない理由につきましては、ひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社及び

株式会社MIT Corporate Advisory Servicesが業務執行組合員である投資事業有限責任組合は組合員を非公開

とすることを前提としており出資に関する情報は極めて守秘性の高い情報であるため、また、株式会社MIT
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Corporate Advisory Servicesは外部資本の受け入れを行っていない非公開の法人であることから資本構成の

情報は極めて守秘性の高い情報であるためと聞いております。

 

(2）提出者と割当予定先との間の関係（2025年８月29日現在）

(a）HiCAP５号

出資関係

HiCAP５号の業務執行組合員がHiCAP５号とは別に業務執行組合員を務めるHiCAP４号

投資事業有限責任組合（以下「HiCAP４号」といいます。）が当社のＡ種種類株式

6,000株を保有しております。

人事関係

当社とHiCAP５号の業務執行組合員がHiCAP５号とは別に業務執行組合員を務める

HiCAP４号との間の2023年４月26日付引受契約書に基づき、HiCAP４号が指名する者１

名を当社の非常勤の社外取締役として選任しております。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

(b）MIT広域再建支援

出資関係 MIT広域再建支援は当社のＡ種種類株式8,000株を保有しております。

人事関係
当社とMIT広域再建支援との間の2023年４月26日付引受契約書に基づき、MIT広域再建

支援が指名する者１名を当社の非常勤の社外取締役として選任しております。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

(3）割当予定先の選定理由

ア　本第三者割当の経緯・目的

　当社と株式会社ローソン（以下「ローソン」といいます。）は、2014年12月８日に資本業務提携契約を締結し

て以降、商品の共同開発、共同仕入れ、共同販促の実施、物流インフラの相互活用等の協業を推進し、また2017

年６月には第三者割当増資を実施することで当社の株式を合計2,150,300株（自己株式を除く発行株式数に対す

る18.22％）保有いただき、連携を強化してまいりました。また、2020年９月には当社完全子会社である株式会

社ポプラリテールとローソンとの間でメガ・フランチャイズ契約を締結し、「ローソン・ポプラ」ブランド店の

運営を開始する等、相互にシナジー効果を発揮すべく緊密な関係を構築してまいりました。かかる状況の下、当

社は、2023年10月にローソンより、2018年６月改訂のコーポレートガバナンス・コードにて、株式会社同士が相

互に所有し合う株式（政策保有株式）の縮減を求められるようになって以降、ローソンが進めてきた政策保有株

式の縮減の一環として、ローソンが保有する当社株式2,150,300株（自己株式を除く発行株式数に対する割合

18.22％）についても全てを売却する意向である旨の連絡を受けたため、ローソンとの間でその方法や時期につ

いて協議を進めてまいりました。

　当社はかねてより資本政策の柔軟性・機動性の確保を目的に自己株式の取得を検討していたところ、ローソン

の保有する株式の売却による当社株式が市場に放出された場合には大幅な株価下落を引き起こす可能性が高い一

方で、自己株式取得を行った場合には市場に流通する当社普通株式数は増加しないこと、また自己株式の取得に

より当社の１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）及びＲＯＥ等の資本効率の向上に寄与し、株主の皆様に対する利益

還元に繋がること等を考慮し、ローソンの保有する株式を自己株式として取得することが将来的な企業価値の向

上に資すると判断するに至りました。

　以上の点に加えて、今後の資本政策なども総合的に検討した結果、当社が自己株式の取得という形でローソン

の保有する株式を取得し、その活用方法（当社の業績や株価動向等を見据え、自己株式の消却、長期保有を前提

とした当社にとって望ましい企業への譲渡、株式交換制度又は株式交付制度を活用した買収等）について機動的

に検討できる方が、ローソンにより当社株式が市場で売却される場合と比べて、今後の企業価値の向上への取組

みとして妥当であると判断いたしました。

　このような判断に基づき、会社法第156条第１項、第160条第１項及び第161条の規定に基づき、ローソンより

相対取引による自己株式の取得（以下「本自己株式取得」といいます。）を行うことを決定いたしました（本自

己株式取得の詳細については、2025年８月29日付で当社より公表した「株式会社ローソンからの自己株式の取得

及び同社との業務提携契約の締結並びに主要株主及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ」をご参照くだ

さい。）。
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　本自己株式取得を行うために必要な資金を調達し、また本自己株式取得を行うために必要となる分配可能額を

確保するために、本第三者割当による資金調達を行うことといたしました。Ｂ種種類株式による資金調達を選択

した理由については、下記「イ　本第三者割当により資金調達を実施する理由」をご参照ください。

 

イ　本第三者割当により資金調達を実施する理由

　当社は、本自己株式取得に必要となる資金及び分配可能額を確保するとともに、財務体質の安定化に向けて、

様々な資金調達手法を検討してまいりました。こうした中、資本性のある資金調達手法に関しては、当社を取り

巻く経営環境、当社の財政状態及び経営成績、当社の株価の状況等を勘案すると、当社普通株式による公募増資

や第三者割当増資、ライツオファリングの実施は、普通株式の希薄化を直ちにもたらすことにもなり得るため、

株主の皆様に対する不利益を生じさせかねないことや、調達予定額の確保に不確実性があることから適切でない

と判断いたしました。また、社債又は借入といった負債性のある資金調達についても検討いたしましたが、社債

又は借入による資金調達では、一時的に資金を調達できる反面、調達金額が全額負債として計上されるため、現

状の当社の財務状況を鑑みるに、利払い負担や返済負担が相応に発生することで、キャッシュ・フローに小さく

ないインパクトが生じ得るため、適切でないと判断いたしました。

　以上を踏まえて、当社としては、普通株式の希薄化を最小限としつつ、必要な資金を確実に調達し、財務体質

の安定化を図るためにはＢ種種類株式の発行による資金調達が最適であると判断いたしました。

　なお、割当予定先は、2023年５月に発行したＡ種種類株式を保有し、当社の事業内容にも精通しております。

今後の事業活動や資本政策への影響を踏まえて、HiCAP５号及びMIT広域再建支援は株式を当面の間は保有する方

針である旨をそれぞれ表明しており、Ｂ種種類株式の第三者割当であれば普通株式への転換が行われない限り希

薄化の影響が少ないと判断したこと等も理由として、割当予定先を選定いたしました。

 

ウ　本引受契約及び本株主間協定の概要

（ア）割当予定先と締結する予定の引受契約について

　当社は、割当予定先であるHiCAP５号及びMIT広域再建支援との間で、2025年10月16日付で、それぞれ以下

の内容を含む本引受契約を締結する予定です。

①　事前承諾事項

　当社は、本引受契約締結日以降、HiCAP５号及びMIT広域再建支援が全てのＢ種種類株式を保有しないこ

ととなる日までの間、本引受契約に別段の定めのある場合又はHiCAP５号及びMIT広域再建支援の事前の書

面による承諾のある場合を除き、以下に掲げる各行為を行わず又は子会社をして行わせないものとする。

但し、当社の事業遂行上の緊急の必要性があり、HiCAP５号及びMIT広域再建支援の事前の書面による承諾

を取得していたのではかかる緊急の必要性に対応することができない場合はこの限りではない。また、

HiCAP５号及びMIT広域再建支援は、本項における事前の書面による承諾を、いかなる場合も不合理に拒絶

してはならず、かかる承諾の判断を当社の意向を尊重して行わなければならない。

(1）当社の定款の変更（新たな種類株式又はかかる種類株式を対象とする新株予約権の発行を目的とする

定款変更その他Ｂ種種類株式の保有者に重大な損害を及ぼすおそれがある定款変更に限る。）及び株

式取扱規程の変更（Ｂ種種類株式に係る事項についての変更に限る。）

(2）現金の交付を伴う株式併合

(3）当社による剰余金の配当（金銭に限られず、中間配当を含む。但し、Ａ種種類株式及びＢ種種類株式

に係る配当を除く。）その他の処分

(4）株式会社以外への組織変更、合併、当社が分割会社となる会社分割、当社が完全子会社となる株式交

換又は株式移転

(5）事業の全部の譲渡

(6）解散、清算又は倒産処理手続開始の申立て

　また、当社は、本引受契約締結日以降、HiCAP５号及びMIT広域再建支援が全てのＢ種種類株式を保有し

ないこととなる日までの間、HiCAP５号及びMIT広域再建支援の事前の書面による同意なく、株式又は新株

予約権、新株予約権付社債その他の潜在株式（以下「株式等」といいます。）を発行又は処分してはなら

ない。但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式における普通株式を対価とする取得請求権の行使に伴って株

式等を発行又は処分する場合並びに当社及びその子会社の役職員を割当先として株式等をインセンティブ

目的で発行する場合は、この限りではない。

②　償還請求の条件

　Ｂ種種類株式発行要項の定めにかかわらず、本引受契約に定める一定の場合を除き、HiCAP５号及びMIT

広域再建支援は、Ｂ種種類株式の発行日以降2026年５月31日までの間は、Ｂ種種類株式の償還請求権（本

②において、Ｂ種種類株式に係る金銭対価の取得請求権をいう。）を行使できない。

③　取締役指名権

　当社は、本引受契約締結日以降、HiCAP５号及びMIT広域再建支援が全てのＢ種種類株式を保有しないこ

ととなる日までの間、当社とHiCAP４号、MIT広域再建支援の間で2023年４月26日付でそれぞれ締結した引

受契約書に基づきHiCAP４号及びMIT広域再建支援が当社の社外取締役１名を指名できる場合を除き、取締
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役の選任が議題となる当社の各定時株主総会において、HiCAP５号及びMIT広域再建支援が指名する者それ

ぞれ１名を当社の非常勤の社外取締役として選任する議題及び議案を上程し、かかる議案が承認されるよ

う最大限努力する。

 

（イ）割当予定先と締結する予定の株主間協定について

　当社は割当予定先であるHiCAP５号及びMIT広域再建支援（以下本(イ)において「本株主」といいます。）

との間で、2025年10月16日付で、以下の内容を含んだ株主間協定書（以下「本株主間協定」といいます。）

を締結する予定です。

①　Ｂ種種類株式の譲渡

　本株主の一方がその保有するＢ種種類株式の全部又は一部（本①において以下「譲渡対象株式」といい

ます。）を第三者（以下「譲渡相手方」といいます。）に対して譲渡することを希望する場合には（かか

る譲渡を希望する本株主を以下「譲渡希望株主」といいます。）、事前にもう一方の本株主に対し、(ⅰ)

譲渡相手方が譲渡対象株式を購入する意図を有すること、(ⅱ)譲渡対象株式の数、(ⅲ)１株当たりの譲渡

価格、(ⅳ)譲渡相手方の氏名又は名称、及び(ⅴ)その他の譲渡に関する主要条件を記載した書面により通

知（以下「譲渡通知」といいます。）しなければならない。

　譲渡通知を受けた本株主及び譲渡希望株主は、以下の手続に従って、その保有するＢ種種類株式の全部

又は一部を譲渡することができるものとする。

(1）当該本株主は、譲渡希望株主による譲渡対象株式の売却に、譲渡相手方が希望する条件に対して、譲

渡希望株主と同一の条件にて参加する権利（以下「共同売却権」といいます。）を有するものとす

る。

(2）当該本株主は、共同売却権を行使した場合、譲渡希望株主及び譲渡相手方との間のＢ種種類株式の譲

渡に関する交渉に参加することができ、当該本株主及び譲渡希望株主は、当該交渉の結果、譲渡希望

株主、譲渡相手方及び当該本株主が別途合意する条件で、その保有するＢ種種類株式の全部又は一部

を譲渡相手方に売り渡すものとする。

②　転換請求権の行使

　本株主の一方がその保有するＢ種種類株式の全部又は一部（本②において以下「転換対象株式」といい

ます。）について、Ｂ種種類株式発行要項第11項に基づき、当社の普通株式を対価とする取得請求権（以

下「転換請求権」といいます。）の行使を希望する場合には（転換請求権の行使を希望する本株主を以下

「転換希望株主」といいます。）、事前にもう一方の本株主に対し、(ⅰ)転換請求権を行使する意図を有

すること、(ⅱ)転換対象株式の数、及び(ⅲ)転換請求権の行使予定時期を記載した書面により通知（以下

「転換通知」といいます。）しなければならない。

　転換通知を受けた本株主及び転換希望株主は、以下の手続に従って、その保有するＢ種種類株式の全部

又は一部について、転換請求権を行使することができるものとする。

(1）当該本株主は、転換希望株主と協議の上、別途合意した条件で、転換希望株主による転換請求権の行

使日と同日付で自らも転換請求権を行使することができる。

(2）当社は、当該本株主及び転換希望株主から連名で転換請求権の行使に係る通知を受領した場合、Ｂ種

種類株式発行要項に従い、当該本株主及び転換希望株主が希望する数の当社の普通株式を発行するた

めに必要な手続を履践する。

③　償還請求権の行使

　本株主の一方がその保有するＢ種種類株式の全部又は一部（本③において以下「償還対象株式」といい

ます。）について、Ｂ種種類株式発行要項第12項に基づき、金銭を対価とする取得請求権（以下「償還請

求権」といいます。）の行使を希望する場合には（償還請求権の行使を希望する本株主を以下「償還希望

株主」といいます。）、事前にもう一方の本株主に対し、(ⅰ)償還請求権を行使する意図を有すること、

(ⅱ)償還対象株式の数、及び(ⅲ)償還請求権の行使予定時期を記載した書面により通知（以下「償還通

知」といいます。）しなければならない。

　償還通知を受けた本株主及び償還希望株主は、以下の手続に従って、その保有するＢ種種類株式の全部

又は一部について、償還請求権を行使することができるものとする。

(1）当該本株主は、償還希望株主と協議の上、別途合意した条件で、償還希望株主による償還請求権の行

使日と同日付で自らも償還請求権を行使することができる。

(2）当社は、当該本株主及び償還希望株主から連名で償還請求権の行使に係る通知を受領した場合、Ｂ種

種類株式発行要項に従い、当該本株主及び償還希望株主が希望する額の金銭を交付するために必要な

手続を履践する。

④　金銭を対価とする取得条項

　当社がＢ種種類株式発行要項第13項に基づき本株主が保有するＢ種種類株式の全部又は一部（本④にお

いて以下「取得対象株式」といいます。）を取得しようとする場合には、金銭対価償還日を定める当社の

取締役会決議が行われる日（以下「金銭対価償還日決定日」といいます。）の25営業日前の日までに本株
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主に対し、(ⅰ)取得対象株式を取得する意図を有すること、(ⅱ)取得対象株式の数、及び(ⅲ)取得対象株

式の取得予定時期を記載した書面により通知しなければならない。

　当社は、以下の規定に従って、取得対象株式を取得することができるものとする。なお、本株主は、当

社が以下の規定に定める手続を履践するのに必要な協力を行い、以下の規定に基づく当社による取得対象

株式の取得に予め同意するものとする。

(1）当社は、本株主の双方から金銭対価償還日決定日の５営業日前の日までに取得対象株式の取得を求め

る旨の通知を受領した場合には、同一の条件で、かつ、同一の日に、本株主の双方が有する取得対象

株式を取得するために会社法上及びＢ種種類株式発行要項上必要な手続を履践する。

(2）当社は、本株主のうちいずれかの本株主のみから金銭対価償還日決定日の５営業日前の日までに取得

対象株式の取得を求める旨の通知を受領した場合には、当該本株主が有する取得対象株式を取得する

ために会社法上及びＢ種種類株式発行要項上必要な手続を履践する。また、当該通知を上記期限まで

に行わなかった本株主が有する取得対象株式についても、当社は、自己の判断で、当該取得対象株式

を取得するために会社法上及びＢ種種類株式発行要項上必要な手続きを履践し、当該取得対象株式を

取得することができる。

(3）当社は、金銭対価償還日決定日の５営業日前の日までに本株主のいずれからも取得対象株式の取得を

求める旨の通知を受領しなかった場合には、自己の判断で、本株主のいずれか又は双方が有する取得

対象株式を取得するために会社法上及びＢ種種類株式発行要項上必要な手続を履践する。

⑤　当社の取締役会の構成

　本株主は、当社の取締役会の構成員、人数等について協議することができる。

　各本株主は、本引受契約に基づき、当社の取締役の候補者を各１名推薦することができ、当該各候補者

を当社の取締役として選任するための手続等について協議することができる。

　当社は、本株主間協定第６条に基づき本株主により推薦された当社の取締役の候補者各１名を当社の取

締役として選任するための議案を、当社の株主総会に上程する。

 

エ　割当予定先を選定した理由

　当社は本第三者割当において、当社の現況、事業概要、事業戦略、財務状況及び課題について理解した上で、

資金調達に賛同いただける割当予定先を検討してまいりました。その中で、当社は、2023年５月に発行した当社

のＡ種種類株式を保有するMIT広域再建支援を運営する株式会社MIT Corporate Advisory Services及び同じくＡ

種種類株式を保有するHiCAP４号を運営するひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社との間で当社の資本政策

に関して協議を重ねる中で、Ａ種種類株式と概ね同内容であるＢ種種類株式を新たに発行し、同社が運用する

ファンドに割り当てる今回の資金調達を実施することが当社の資本政策として最良であると判断し、割当予定先

を選定いたしました。

　HiCAP５号は株式会社広島銀行の持株会社である株式会社ひろぎんホールディングス100％出資の投資専門会社

であるひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社が組成したファンドとなります。HiCAP５号とは2024年９月よ

り企業価値向上施策等について協議を重ね、HiCAP５号は地域活性化を目的の一つに組成されたファンドであ

り、投資先の課題解決に当たり、ファンドを通じた資本提供だけでなく、ひろぎんホールディングスグループが

持つネットワークやコンサルティング機能の活用も期待できることから、当社の企業価値向上にご協力いただけ

る相手と確信し、2024年12月にHiCAP５号を割当予定先として選定しました。MIT広域再建支援とは2024年９月よ

り企業価値向上施策等について協議を重ね、MIT広域再建支援は、事業の承継・再編・再構築を通じた成長支援

を主な目的とし、業務執行組合員である株式会社MIT Corporate Advisory Servicesが蓄積したコンサルティン

グノウハウやファンドノウハウを活用し、投資先に寄り添った徹底した現場主義によるハンズオン支援により投

資先の企業価値の向上を図っているファンドであり、当社の企業価値向上にご協力いただける相手と確信し、

2024年12月にMIT広域再建支援を割当予定先として選定しました。
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(4）割り当てようとする株式の数

HiCAP５号　　　　　Ｂ種種類株式3,200株

MIT広域再建支援　　Ｂ種種類株式3,200株

 

(5）株券等の保有方針

　Ｂ種種類株式について、HiCAP５号及びMIT広域再建支援からは当面の間は保有する方針である旨をそれぞれの業

務執行組合員より口頭で確認しております。当社の現状の財政状態及び経営成績を前提とすると、短期的にＢ種種

類株式を普通株式に転換し、市場で売却することは想定しておらず、当社と事業上のシナジー効果が見込まれる先

又は当社の安定株主となり得る先への譲渡を可能な限り模索いただけると伺っております。

 

(6）払込みに要する資金等の状況

　当社は、各割当予定先について、2025年８月29日現在においてＢ種種類株式に係る払込みのために必要かつ十分

な資金を保有してはいないものの、各割当予定先に係る投資事業有限責任組合契約書の写しを確認することによ

り、各出資者と各割当予定先との間で、各割当予定先において資金が必要なときに無限責任組合員であるひろぎん

キャピタルパートナーズ株式会社及び株式会社MIT Corporate Advisory Servicesが行うキャピタルコールに応

じ、各出資者が各割当予定先に対する出資を行う旨の約束があることを確認しております。さらに当社は、ひろぎ

んキャピタルパートナーズ株式会社及び株式会社MIT Corporate Advisory Servicesからそれぞれヒアリングする

ことにより、かかるキャピタルコールに応じてＢ種種類株式に係る払込みに要する資金に充当する出資を行う各割

当予定先の出資者は独立行政法人及び金融機関であり、Ｂ種種類株式に係る払込みに必要な資金を保有しているこ

とを確認いたしました。したがって、Ｂ種種類株式の発行に係る払込みに要する資金の確保状況について問題はな

いものと判断しております。

 

(7）割当予定先の実態

　当社は、①HiCAP５号、HiCAP５号の業務執行組合員及びその役員、並びにHiCAP５号の全ての出資者（以下

「HiCAP５号関係者」と総称します。）並びに②MIT広域再建支援、MIT広域再建支援の業務執行組合員及びその役

員、並びにMIT広域再建支援の全ての出資者（以下「MIT広域再建支援関係者」と総称します。）が、反社会的勢力

と何らかの関係を有しているか否かについて、第三者調査機関である株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都

港区赤坂二丁目16番６号　代表取締役　羽田寿次）に調査を依頼しました。その結果、HiCAP５号関係者及びMIT広

域再建支援関係者について、反社会的勢力である又は反社会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありま

せんでした。以上のことから、当社は割当予定先が反社会的勢力とは一切関係していないと判断しており、その旨

の確認書を東京証券取引所に提出しております。

 

(8）株券貸借に関する契約

　該当事項はありません。

 

２【株券等の譲渡制限】

　Ｂ種種類株式を譲渡により取得するには、当社取締役会の承認を要します。

　但し、かかる定めは、割当予定先がＢ種種類株式の転換により取得する普通株式を第三者に譲渡することを妨げま

せん。

 

EDINET提出書類

株式会社ポプラ(E03312)

有価証券届出書（組込方式）

14/27



３【発行条件に関する事項】

(1）発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

　当社は、本第三者割当に係る出資の方法及び内容に関しては、Ｂ種種類株式の払込金額を１株当たり50,000円と

決定いたしました。当社としては、Ｂ種種類株式の商品性を踏まえれば割当予定先も本第三者割当を通じて相当の

リスクを負担すること等を総合的に勘案すれば、かかる払込金額には合理性が認められると考えております。

　当社は、Ｂ種種類株式の発行条件の決定にあたっては、公正性を期すため、当社及び割当予定先から独立した第

三者算定機関であるクレジオ・パートナーズ株式会社（広島県広島市中区紙屋町一丁目１番17号　代表取締役社

長　李志翔）（以下「クレジオ・パートナーズ」といいます。）に対してＢ種種類株式の価値算定を依頼し、Ｂ種

種類株式の評価報告書（以下「優先株式評価報告書」といいます。）を取得しております。

　第三者算定機関であるクレジオ・パートナーズは、Ｂ種種類株式の株式価値の算定手法を検討した結果、一般的

な価値算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによる評価手法を採用し、一定の前提（Ｂ種種類株式の

転換価額、割当予定先が普通株式を対価とする取得請求権又は割当予定先が金銭を対価とする取得請求権を行使す

るまでの期間、当社普通株式の株価、株価変動性（ボラティリティ）、配当利回り、無リスク利子率、割引率等）

の下、Ｂ種種類株式の公正価値の算定をしております。優先株式評価報告書において2025年８月28日の東証終値を

基準として算定されたＢ種種類株式の価値は、１株当たり49,859～56,323円とされております。

　上記のとおり、当社としては、Ｂ種種類株式の払込金額には合理性が認められると考えており、また、クレジ

オ・パートナーズによる優先株式評価報告書における上記評価結果を踏まえれば、会社法上、Ｂ種種類株式の払込

金額（１株当たり50,000円）は割当予定先に特に有利な金額に該当しないと判断しています。

　また、Ｂ種種類株式の取得請求権に係る取得価額については、原則として、Ｂ種種類株式発行に係る取締役会決

議日（2025年８月29日）の直前取引日における終値である185円といたしました。取得価額を上記のとおり設定し

たのは、割当予定先との協議も踏まえた上で、既存株主が本第三者割当を通じた希薄化による不利益を過度に被る

ことがないよう、現時点の普通株式の時価を使用することが合理的であるとして、割当予定先と合意したためで

す。

　なお、当社監査役３名全員から、①Ｂ種種類株式の発行条件は、発行要項の内容の説明を受けた結果に加え、優

先株式評価報告書の結果及び上記取締役会での検討内容を踏まえ検討し、当社及び割当予定先から独立した第三者

算定機関であるクレジオ・パートナーズがＢ種種類株式の価値算定を行っていること、②クレジオ・パートナーズ

によるＢ種種類株式の価格算定方法は金融工学により一般的に認められた合理的な方法であること、その算定過程

及び前提条件等に関して不合理な点は見当たらないこと、③Ｂ種種類株式の払込金額はかかる評価額の範囲に含ま

れていることから、割当予定先に特に有利な金額ではなく適法である旨の意見を得ております。

　しかしながら、Ｂ種種類株式には客観的な市場価格がなく、また種類株式の評価は非常に高度かつ複雑であり、

その評価については様々な考え方があり得ることから、会社法上、Ｂ種種類株式の払込金額が割当予定先に特に有

利な金額であるとされる可能性も完全には否定できないため、念のため、本臨時株主総会での会社法第199条第２

項に基づく有利発行に係る株主総会の特別決議による承認を得ることを条件としてＢ種種類株式を発行することと

いたしました。

 

(2）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

　Ｂ種種類株式については、2025年10月17日以降に行使可能な普通株式を対価とする取得請求権が付されておりま

すが、この取得請求権が当初の取得価額で全て行使された場合、普通株式1,729,728株が交付され、その議決権数

は17,297個となります。そのため、Ｂ種種類株式の潜在株式数の希薄化率は、2025年２月28日現在の当社の発行済

株式総数11,801,822株に対して14.66％、議決権総数117,692個に対して14.70％となり、本第三者割当により希薄

化が生じます。なお、Ｂ種種類株式に係る剰余金の配当が行われず未払配当金相当額が累積した場合、上記取得請

求権の行使により転換される当社普通株式の数はさらに増加します。

　一方で、当社が前記「第１　募集要項　４　新規発行による手取金の使途　(2）手取金の使途」で記載した資金

を得ることは、財務体質の安定化に寄与すると考えており、既存株主の皆様に対して潜在的に希薄化は生じるもの

の、中長期的には企業価値の向上に資するものであると判断しております。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　該当事項はありません。
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５【第三者割当後の大株主の状況】

(a）普通株式

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

目黒　俊治 広島県広島市西区 2,400,744 20.40 2,400,744 17.78

株式会社ローソン
東京都品川区大崎一丁目11番２

号
2,150,300 18.27 2,150,300 15.93

ポプラ協栄会
広島県広島市安佐北区安佐町大

字久地665-1
1,156,709 9.83 1,156,709 8.57

HiCAP５号投資事業有限責任組

合

広島県広島市中区紙屋町一丁目

３番８号
－ － 864,864 6.41

MIT広域再建支援　投資事業有

限責任組合

東京都港区虎ノ門一丁目３番１

号東京虎ノ門グローバルスクエ

ア５階

－ － 864,864 6.41

楽天証券株式会社
東京都港区南青山二丁目６番21

号
269,300 2.29 269,300 1.99

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣ

ＵＲＩＴＩＥＳ

（常任代理人モルガン・スタン

レーＭＵＦＧ証券株式会社）

25　Ｃａｂｏｔ　Ｓｑｕａｒ

ｅ，　Ｃａｎａｒｙ　Ｗｈａｒ

ｆ，　Ｌｏｎｄｏｎ　Ｅ14　４

ＱＡ，　Ｕ．Ｋ．

（東京都千代田区大手町一丁目

９番７号　大手町フィナンシャ

ルシティサウスタワー）

219,000 1.86 219,000 1.62

株式会社広島銀行

（常任代理人株式会社日本カス

トディ銀行）

広島県広島市中区紙屋町一丁目

３番８号

（東京都中央区晴海一丁目８番

12号）

212,960 1.81 212,960 1.58

ポプラ社員持株会
広島県広島市安佐北区安佐町大

字久地665-1
205,131 1.74 205,131 1.52

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目４

番５号

（東京都港区赤坂一丁目８番１

号）

133,100 1.13 133,100 0.99

計 － 6,747,244 57.33 11,298,288 62.80

　（注）１　当社が所有する自己株式は、上表大株主から除外しております。

２　「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、2025年２月28日時点の株主名簿をもと

に作成しております。

３　「割当後の所有株式数」は、本第三者割当により発行されるＢ種種類株式が全て当初の条件で取得請求権の

行使により当社普通株式に転換された場合に発行される普通株式数を加算して記載しております。

４　「総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、

小数点以下第三位を四捨五入して表示しております。

５　「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、Ｂ種種類株式に付された取得請求権が当初の取得

価額で全て行使された前提でのＢ種種類株式の潜在株式数1,729,728株に係る議決権数（17,297個）の、当

社の2025年２月28日時点における総議決権数である117,692個に、Ｂ種種類株式の潜在株式数1,729,728株に

係る議決権数（17,297個）を加算した後の総議決権数134,989個に対する割合であります。
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(b）Ａ種種類株式

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

MIT広域再建支援　投資事業有

限責任組合

東京都港区虎ノ門一丁目３番１

号東京虎ノ門グローバルスクエ

ア５階

8,000 － 8,000 －

HiCAP４号投資事業有限責任組

合

広島県広島市中区紙屋町一丁目

３番８号
6,000 － 6,000 －

計 － 14,000 － 14,000 －

 

(c）Ｂ種種類株式

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

MIT広域再建支援　投資事業有

限責任組合

東京都港区虎ノ門一丁目３番１

号東京虎ノ門グローバルスクエ

ア５階

－ － 3,200 －

HiCAP５号投資事業有限責任組

合

広島県広島市中区紙屋町一丁目

３番８号
－ － 3,200 －

計 － － － 6,400 －

 

６【大規模な第三者割当の必要性】

　該当事項はありません。

 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

８【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】
　該当事項はありません。

 

第三部【追完情報】

１．事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」の有価証券報告書（第50期）に記載の「事業等のリスク」について、当該有価証券報告

書の提出日以降、本有価証券届出書提出日（2025年８月29日）までの間において変更及び追加すべき事項はありませ

ん。有価証券報告書の「事業等のリスク」には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は、本有価証券

届出書提出日（2025年８月29日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載すべき将来に関する事項も

ありません。

 

２．臨時報告書の提出について

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第50期）の提出日（2025年５月30日）以降、本有価証券届出

書提出日（2025年８月29日）までの間において、下記の臨時報告書を中国財務局長に提出しております。

2025年５月30日提出の臨時報告書

１　提出理由

　2025年５月29日開催の当社第50回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第

24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書

を提出するものであります。

 

２　報告内容

(1）当該株主総会が開催された年月日

2025年５月29日

 

(2）当該決議事項の内容

第１号議案　剰余金処分の件

Ａ種種類株式に対する配当を行うものであります。

 

第２号議案　監査役２名選任の件

浴森章及び小林重道を監査役に選任するものであります。

 

(3）決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要

件並びに当該決議の結果

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 可決要件
決議の結果及び賛
成割合（％）

第１号議案 77,591 2,526 － （注） 可決　93.95

第２号議案      

浴森　章 78,347 1,770 － （注） 可決　94.87

小林　重道 78,378 1,739 －  可決　94.91

　（注）　出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成であります。

 

(4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の

集計により各決議事項が可決されるための要件を満たし、会社法に則って決議が成立したため、本株主総会当

日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない一部の議決権の数は加算しておりません。

 

以　上
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第四部【組込情報】
　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
（第50期）

自　2024年３月１日
至　2025年２月28日

2025年５月30日
中国財務局長に提出

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
（第50期）

自　2024年３月１日
至　2025年２月28日

2025年６月26日
中国財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（EDINET）を使用して提出し

たデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）Ａ

４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   2025年５月29日

株式会社ポプラ    

 

 取　締　役　会 御　中 

 

 監 査 法 人 Ｆ Ｒ Ｉ Ｑ 

 東 京 都 千 代 田 区 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　義直

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 笠原　寿敦

 

 

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ポプラの2024年３月１日から2025年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ポプラ及び連結子会社の2025年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
 

共用資産を含む固定資産に係る減損損失の認識の要否に関する判断の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、当連結会計年度の連結貸借対照表において、有

形固定資産1,559,867千円及び無形固定資産3,315千円を計

上している。このうち、株式会社ポプラの有形固定資産は

1,559,456千円、無形固定資産は3,162千円であり、これら

の合計金額は連結総資産の41.3%を占めている。

　注記事項（重要な会計上の見積り）に記載されていると

おり、会社は、主として他の資産又は資産グループの

キャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位でグルーピングを行っており、本社

等の共用資産については、共用資産を含むより大きな単位

でグルーピングを行っている。

　当連結会計年度において、株式会社ポプラの営業活動か

ら生じる損益が継続的にマイナスとなっていることから、

共用資産を含む資産グループについて減損の兆候を識別し

ている。そして、株式会社ポプラの共用資産を含むより大

きな単位での減損損失の認識の判定を行い、当該資産グ

ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額

が帳簿価額を上回っていることから、減損損失を認識して

いない。

　減損損失の認識の判定に用いられる将来キャッシュ・フ

ローは経営者が作成した事業計画を基礎として見積もられ

ている。この事業計画は各店舗の売上予測や出店及び閉店

の予測等経営者による判断を伴い、また会社を取り巻く経

営環境の変化等の影響を受け不確実性を伴う。

　以上から、当監査法人は、株式会社ポプラの共用資産を

含むより大きな単位での減損損失の認識の判定の検討を監

査上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、会社の共用資産を含む、より大きな単位

における固定資産の減損損失の認識の判定における割引前

将来キャッシュ・フローの見積りの合理性を評価するた

め、主に以下の監査手続を実施した。

●　固定資産の減損損失の認識の要否判定に関連する内部

統制の有効性を評価した。評価にあたっては、特に将来

キャッシュ・フローの基礎となる来期予算の作成プロセ

スに焦点を当てた。

●　過年度に策定された事業計画と実績の乖離状況を把握

して、会社が作成した事業計画の精度を評価した。

●　割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる

事業計画に含まれる重要な仮定の合理性を評価するた

め、その根拠について経営者に質問するとともに、以下

の監査手続を実施した。

・　各店舗の売上予測に関する仮定における既存店売上

推移予測について、過去実績に照らして、その実現可

能性を評価した。

・　出店及び閉店の予測に関する仮定について、店舗を

取り巻く内外の環境及び過去の出店・閉店の実績等に

照らして、その実現可能性を評価した。

 

 
 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ポプラの2025年２月

28日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社ポプラが2025年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。
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　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は有価証券報告書提出会社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

   2025年５月29日

株式会社ポプラ    

 

 取　締　役　会 御　中 

 

 監 査 法 人 Ｆ Ｒ Ｉ Ｑ 

 東 京 都 千 代 田 区 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　義直

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 笠原　寿敦

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ポプラの2024年３月１日から2025年２月28日までの第50期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ポプラの2025年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
 

共用資産を含む固定資産に係る減損損失の認識の要否に関する判断の妥当性

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（共用資産を含む固定資産に係る減損損失の認

識の要否に関する判断の妥当性）と同一内容であるため、記載を省略している。
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報

告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は有価証券報告書提出会社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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